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(57)【要約】
【課題】電費や燃費に影響を与えるパラメータについて
、自車両と他車両との比較による評価情報を適切に報知
する。
【解決手段】車両状態報知システムは、車両の消費エネ
ルギーに対する走行距離の効率性を示す走行効率に影響
を及ぼす複数のパラメータそれぞれについて、複数の実
施データを代表する代表値データを取得する代表値取得
部１５０と、特定の車両における複数のパラメータの実
施データを取得する実施データ取得部と、特定の車両に
おける現在の走行効率と、特定の車両における複数のパ
ラメータの任意に選択された１または複数の実施データ
を代表値データに置き換えた場合の走行効率とを比較す
る比較処理部１５２と、比較処理部の比較結果に基づい
て複数のパラメータに対する評価情報を導出する評価情
報導出部１５４と、評価情報を報知する報知部と、を備
える。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両の消費エネルギーに対する走行距離の効率性を示す走行効率に影響を及ぼす複数の
パラメータそれぞれについて、複数の実施データを代表する代表値データを取得する代表
値取得部と、
　特定の車両における前記複数のパラメータの実施データを取得する実施データ取得部と
、
　前記特定の車両における現在の走行効率と、該特定の車両における前記複数のパラメー
タの任意に選択された１または複数の実施データを前記代表値データに置き換えた場合の
走行効率とを比較する比較処理部と、
　前記比較処理部の比較結果に基づいて前記複数のパラメータに対する評価情報を導出す
る評価情報導出部と、
　前記評価情報を報知する報知部と、
を備えることを特徴とする車両状態報知システム。
【請求項２】
　前記比較処理部は、前記複数のパラメータのうち、前記１または複数の実施データの異
なる組み合わせを前記代表値データに置き換えて導出された少なくとも２以上の走行効率
と、前記現在の走行効率とを比較し、
　前記評価情報導出部は、前記比較処理部の２以上の比較結果に基づいて、前記複数のパ
ラメータに対する評価情報を導出することを特徴とする請求項１に記載の車両状態報知シ
ステム。
【請求項３】
　前記代表値取得部は、前記実施データを複数の車両から収集して前記代表値データを導
出することを特徴とする請求項１または２に記載の車両状態報知システム。
【請求項４】
　前記代表値取得部は、収集した前記実施データを、予め定められた複数のクラスのうち
、走行効率に応じた１のクラスに振り分け、
　前記比較処理部は、前記特定の車両の実施データが含まれるクラスが最上位のクラスで
あれば、該実施データが含まれるクラスの代表値データを用い、該特定の車両の実施デー
タが含まれるクラスが最上位のクラスでなければ、該実施データが含まれるクラスに対し
1以上、上位のクラスの代表値データを用いることを特徴とする請求項３に記載の車両状
態報知システム。
【請求項５】
　前記実施データには、前記車両の種別を示す種別情報と、該車両が走行している道路の
分類を示す分類情報のいずれか一方または双方が関連付けられており、
　前記代表値取得部は、前記種別情報と、前記分類情報のいずれか一方または双方に基づ
いて抽出された前記実施データから前記代表値データを導出することを特徴とする請求項
３または４に記載の車両状態報知システム。
【請求項６】
　前記報知部は、前記走行効率への悪影響の大きい前記評価情報ほど運転者が把握し易く
なるように報知することを特徴とする請求項１から５のいずれか１項に記載の車両状態報
知システム。
【請求項７】
　前記車両状態報知システムは、サーバ、および、該サーバと通信網を介して接続される
クライアントを含み、
　前記サーバは、少なくとも前記代表値取得部を含み、前記クライアントは、少なくとも
前記実施データ取得部と、前記報知部とを含むことを特徴とする請求項１から６のいずれ
か１項に記載の車両状態報知システム。
【請求項８】
　前記報知部は、表示部であり、運転者の視線検知の結果、該表示部に該運転者の視線が
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おかれておらず、かつ、前記自車両の走行効率が所定の閾値以上であれば、前記評価情報
を報知しないことを特徴とする請求項１から７のいずれか１項に記載の車両状態報知シス
テム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電費や燃費などに影響を及ぼす車両の状態を報知する車両状態報知システム
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、バッテリを搭載し、バッテリの電力をエネルギー源としてモータによって駆動す
る電気自動車が普及している。このような電気自動車では、エアコンやオーディオなどの
車載の補機の消費電力によって、航続可能距離が変化する。そこで、補機への電力供給を
オフとした場合に、航続可能距離がどの程度延びるかを表示する技術が公開されている（
例えば、特許文献１）。
【０００３】
　また、ガソリンを燃料とする自動車において、道路区間ごとの車両の燃費を収集するサ
ーバを備え、ナビゲーション装置が、走行している道路区間の自車両の燃費と、サーバに
収集された他車両の燃費とを比較して比較結果を表示するシステムが提案されている（例
えば、特許文献２）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－２４４６５２号公報
【特許文献２】特開２０１１－２７５０７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、車両を運転する運転者からは、自車両の電費や燃費に影響を与えるパラメー
タ（例えば、エアコンの設定温度や運転技術など）について、他の車両と比べたときに優
れているのか劣っているのかなどの評価情報を知りたいという要求がある。
【０００６】
　しかし、上記特許文献１の技術では、単に自車両の補機のオンオフによる影響しか把握
することができない。また、特許文献２の技術では、他車両と燃費自体を比較しているの
みで、実際に燃費に影響する要因について、他車両と比較することができない。
【０００７】
　そこで、本発明は、電費や燃費に影響を与えるパラメータについて、自車両と他車両と
の比較による評価情報を適切に報知することが可能な車両状態報知システムを提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するために、本発明の車両状態報知システムは、車両の消費エネルギー
に対する走行距離の効率性を示す走行効率に影響を及ぼす複数のパラメータそれぞれにつ
いて、複数の実施データを代表する代表値データを取得する代表値取得部と、特定の車両
における複数のパラメータの実施データを取得する実施データ取得部と、特定の車両にお
ける現在の走行効率と、特定の車両における複数のパラメータの任意に選択された１また
は複数の実施データを代表値データに置き換えた場合の走行効率とを比較する比較処理部
と、比較処理部の比較結果に基づいて複数のパラメータに対する評価情報を導出する評価
情報導出部と、評価情報を報知する報知部と、を備えることを特徴とする。
【０００９】
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　比較処理部は、複数のパラメータのうち、１または複数の実施データの異なる組み合わ
せを代表値データに置き換えて導出された少なくとも２以上の走行効率と、現在の走行効
率とを比較し、評価情報導出部は、比較処理部の２以上の比較結果に基づいて、複数のパ
ラメータに対する評価情報を導出してもよい。
【００１０】
　代表値取得部は、実施データを複数の車両から収集して代表値データを導出してもよい
。
【００１１】
　代表値取得部は、収集した実施データを、予め定められた複数のクラスのうち、走行効
率に応じた１のクラスに振り分け、比較処理部は、特定の車両の実施データが含まれるク
ラスが最上位のクラスであれば、実施データが含まれるクラスの代表値データを用い、特
定の車両の実施データが含まれるクラスが最上位のクラスでなければ、実施データが含ま
れるクラスに対し１以上、上位のクラスの代表値データを用いてもよい。
【００１２】
　実施データには、車両の種別を示す種別情報と、車両が走行している道路の分類を示す
分類情報のいずれか一方または双方が関連付けられており、代表値取得部は、種別情報と
、分類情報のいずれか一方または双方に基づいて抽出された実施データから代表値データ
を導出してもよい。
【００１３】
　報知部は、走行効率への悪影響の大きい評価情報ほど運転者が把握し易くなるように報
知してもよい。
【００１４】
　車両状態報知システムは、サーバ、および、サーバと通信網を介して接続されるクライ
アントを含み、サーバは、少なくとも代表値取得部を含み、クライアントは、少なくとも
実施データ取得部と、報知部とを含んでもよい。
【００１５】
　報知部は、表示部であり、運転者の視線検知の結果、表示部に運転者の視線がおかれて
おらず、かつ、自車両の走行効率が所定の閾値以上であれば、評価情報を報知しなくても
よい。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、電費や燃費に影響を与えるパラメータについて、自車両と他車両との
比較による評価情報を適切に報知することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】車両状態報知システムの概略を示す概略図である。
【図２】クライアントの概略的な構成を示す機能ブロック図である。
【図３】サーバの概略的な構成を示す機能ブロック図である。
【図４】クライアントおよびサーバの処理の流れを概略的に示すフローチャートである。
【図５】パラメータ決定処理ステップの処理の流れを概略的に示すフローチャートである
。
【図６】クラスを説明するための説明図である。
【図７】比較処理ステップの処理の流れを概略的に示すフローチャートである。
【図８】パラメータを説明するための説明図である。
【図９】電費変化率の導出処理の一例を説明するための説明図である。
【図１０】車速挙動を説明するための説明図である。
【図１１】評価情報導出処理ステップの処理の流れを概略的に示すフローチャートである
。
【図１２】評価情報を説明するための説明図である。
【図１３】表示部の表示例を説明するための説明図である。
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【図１４】変形例におけるサーバの概略的な構成を示す機能ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下に添付図面を参照しながら、本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。か
かる実施形態に示す寸法、材料、その他具体的な数値等は、発明の理解を容易にするため
の例示に過ぎず、特に断る場合を除き、本発明を限定するものではない。なお、本明細書
および図面において、実質的に同一の機能、構成を有する要素については、同一の符号を
付することにより重複説明を省略し、また本発明に直接関係のない要素は図示を省略する
。
【００１９】
　図１は、車両状態報知システム１００の概略を示す概略図である。図１に示すように、
車両状態報知システム１００は、クライアント１０２と、サーバ１０４とを含んで構成さ
れる。
【００２０】
　クライアント１０２は、複数の車両１０６に搭載された車載装置であって、無線通信回
線を通じて基地局１０８と通信する。そして、クライアント１０２は、複数の車両１０６
から、車両１０６の電費や燃費に影響を及ぼす複数のパラメータ（例えば、車速挙動、エ
アコン設定温度、荷物重量、カーナビ明るさ、オーディオの音量、タイヤ空気圧など）の
実施データを取得する。
【００２１】
　そして、クライアント１０２は、基地局１０８およびインターネットなどの通信網１１
０を介してサーバ１０４と通信を確立し、取得された実施データをサーバ１０４に送信す
る。ここで、電費や燃費は、車両１０６において、燃料や電力などの消費エネルギーに対
する走行距離の効率性（以下、単に走行効率と称す）を示す。以下の実施形態では、車両
１０６が電気自動車である場合について、走行効率として電費を例に挙げて説明する。
【００２２】
　サーバ１０４は、通信網１１０および基地局１０８を介して、複数のクライアント１０
２と通信を確立し、複数の車両１０６それぞれに搭載された、クライアント１０２が取得
した複数のパラメータの実施データを収集する。ここで、実施データは、車両１０６が実
際に走行しているときの各パラメータの値である。
【００２３】
　そして、サーバ１０４は、収集された実施データを分析し、車両１０６ごとに、パラメ
ータの評価情報をクライアント１０２に送信する。クライアント１０２は、サーバ１０４
から取得したパラメータの評価情報を表示する。
【００２４】
　以下、車両状態報知システム１００を構成するクライアント１０２およびサーバ１０４
それぞれの構成について簡略的に説明した後、フローチャートに従って、主な機能部の処
理について詳述する。
【００２５】
　図２は、クライアント１０２の概略的な構成を示す機能ブロック図である。図２に示す
ように、クライアント１０２は、無線通信部１２０と、表示部（報知部）１２２と、視線
検知装置１２４と、制御部１２６とを含んで構成される。
【００２６】
　無線通信部１２０は、基地局１０８および通信網１１０を介してサーバ１０４と通信を
確立し、サーバ１０４とデータの送受信を行う。
【００２７】
　表示部１２２は、車載メータやマルチファンクションディスプレイ（ＭＦＤ）等で構成
され、制御部１２６の制御に応じてサーバ１０４から取得したパラメータの評価情報を表
示する。ここでは、表示部１２２として、車両１０６に搭載された車載メータやマルチフ
ァンクションディスプレイである場合について説明したが、評価情報を表示する専用の表
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示器であってもよい。
【００２８】
　視線検知装置１２４は、レンズおよび撮像素子などで構成される撮像部を有し、撮像部
が運転者の顔が位置する方向に向けられ、撮像部によって撮像された自車両（クライアン
ト１０２が搭載された車両１０６）の運転者の顔画像データから、撮像者が表示部１２２
の特定領域に視線を向けているか否かを判定する。視線検知装置１２４の判定結果に対す
る処理については後に詳述する。
【００２９】
　制御部１２６は、中央処理装置（ＣＰＵ）、プログラム等が格納されたＲＯＭ、ワーク
エリアとしてのＲＡＭ等を含む半導体集積回路により、クライアント１０２全体を管理お
よび制御する。また、制御部１２６は、実施データ取得部１３０、表示制御部１３２とし
ても機能する。
【００３０】
　実施データ取得部１３０は、車両１０６に搭載されているエアコンや速度センサなどか
ら、自車両における複数のパラメータの実施データを取得する。また、実施データ取得部
１３０は、車両１０６の走行距離と消費電力から導出された電費（以下、単に実電費と称
す）を取得する。そして、実施データ取得部１３０は、取得された実施データおよび実電
費を、無線通信部１２０を介してサーバ１０４に、例えば、所定の時間間隔で送信する。
【００３１】
　表示制御部１３２は、無線通信部１２０を介してサーバ１０４から受信した評価情報を
表示部１２２に表示させる。
【００３２】
　図３は、サーバ１０４の概略的な構成を示す機能ブロック図である。図３に示すように
、サーバ１０４は、通信部１４０と、保持部１４２と、制御部１４４とを含んで構成され
る。
【００３３】
　通信部１４０は、通信網１１０および基地局１０８を介してクライアント１０２と通信
を確立し、クライアント１０２とデータの送受信を行う。通信部１４０には、随時、複数
の車両１０６から実施データが送信される。
【００３４】
　保持部１４２は、例えば、ＨＤＤやＳＳＤなどの記憶媒体（記憶装置）で構成される。
複数の車両１０６から実施データが送信されると、保持部１４２は、随時、送信された実
施データを、実施データと共に取得された実電費に関連付けて蓄積する。
【００３５】
　制御部１４４は、中央処理装置（ＣＰＵ）、プログラム等が格納されたＲＯＭ、ワーク
エリアとしてのＲＡＭ等を含む半導体集積回路により、サーバ１０４全体を管理および制
御する。また、制御部１４４は、代表値取得部１５０、比較処理部１５２、評価情報導出
部１５４としても機能する。
【００３６】
　代表値取得部１５０は、複数の車両１０６から収集した実施データを、実電費に関連付
けて保持部１４２に蓄積させるとともに、蓄積された複数の実施データを、複数のパラメ
ータそれぞれについて代表する代表値データを導出する。代表値データとしては、例えば
、複数の実施データの平均値、中央値、所定の％タイル値などが用いられる。
【００３７】
　比較処理部１５２は、評価情報を導出する対象となる特定の車両１０６について、複数
のパラメータすべての実施データを用いて、予め設定された電費導出式によって、電費（
以下、計算電費と称す）を導出する。以下、評価情報を導出する対象となる特定の車両１
０６を、サーバ１０４側の説明では、特定の車両１０６と称し、クライアント１０２側の
説明では、自車両と称す。
【００３８】
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　また、比較処理部１５２は、実施データのみの電費に加え、複数のパラメータのうち１
つのパラメータの実施データを、代表値データに置き換えて電費（以下、置換電費と称す
）を導出する。そして、比較処理部１５２は、特定の車両１０６について、計算電費と置
換電費を比較し、比較結果（電費変化率）を評価情報導出部１５４に出力する。
【００３９】
　評価情報導出部１５４は、比較処理部１５２による計算電費と置換電費の比較結果に基
づいて、特定の車両１０６の複数のパラメータの実施データに対する評価情報を導出し、
通信部１４０を介してクライアント１０２に送信する。
【００４０】
　図４は、クライアント１０２およびサーバ１０４の処理の流れを概略的に示すフローチ
ャートである。図４に示すように、まず、クライアント１０２の実施データ取得部１３０
は、例えば、所定の周期ごとに自車両の実施データおよび実電費を取得し、サーバ１０４
に送信する（Ｓ２００）。
【００４１】
　サーバ１０４の代表値取得部１５０は、実施データおよび実電費を取得すると（Ｓ２０
２）、計算電費の導出などを含むパラメータ決定処理を行う（Ｓ２０４）。そして、サー
バ１０４の比較処理部１５２は、計算電費と置換電費の比較処理を遂行する（Ｓ２０６）
。評価情報導出部１５４は、比較処理部１５２の比較結果に基づいて評価情報を導出し（
Ｓ２０８）、クライアント１０２に送信する（Ｓ２１０）。パラメータ決定処理ステップ
Ｓ２０４、比較処理ステップＳ２０６、および、評価情報導出処理ステップＳ２０８につ
いては、後に詳述する。
【００４２】
　クライアント１０２の表示制御部１３２は、評価情報を受信すると（Ｓ２１２）、表示
部１２２に評価情報を表示させる（Ｓ２１４）。
【００４３】
　図５は、パラメータ決定処理ステップＳ２０４の処理の流れを概略的に示すフローチャ
ートである。図５に示すように、代表値取得部１５０は、特定の車両１０６の実電費を読
み込む（Ｓ２２０）。
【００４４】
　続いて、代表値取得部１５０は、保持部１４２に蓄積された実電費について、クラスに
振り分けるための閾値（後述する第１閾値および第２閾値）を決定する（Ｓ２２２）。
【００４５】
　図６は、クラスを説明するための説明図である。図６に示すように、保持部１４２に保
持された実電費は、３つのクラスに分けられる。ここでは、実電費の全数に対して下位３
３％未満となる実電費をクラス１、３３％以上６６％未満となる実電費をクラス２、６６
％以上となる実電費をクラス３とする。
【００４６】
　代表値取得部１５０は、クラス１とクラス２の境界となる実電費を導出して第１閾値と
し、クラス２とクラス３の境界となる実電費を導出して第２閾値とする。
【００４７】
　実施データは、実電費に関連付けられていることから、実施データについても、関連付
けられた実電費と同じクラスに分けられる。すなわち、代表値取得部１５０は、収集した
実施データを、予め定められた複数のクラスのうち、電費に応じた１のクラスに振り分け
る。
【００４８】
　図５に戻って、代表値取得部１５０は、特定の車両１０６の実電費が第１閾値よりも小
さいか否かを判定する（Ｓ２２４）。特定の車両１０６の実電費が第１閾値よりも小さい
場合（Ｓ２２４におけるＹＥＳ）、特定の車両１０６の実電費のクラス（以下、自クラス
と称す）をクラス１に決定し（Ｓ２２６）、比較対象のクラス（以下、比較クラスと称す
）をクラス２に決定する（Ｓ２２８）。
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【００４９】
　そして、代表値取得部１５０は、保持部１４２に保持された、比較クラスに属する実電
費に関連付けられた実施データ（以下、単に比較クラスの実施データと称す）を対象に、
実施データを代表する代表値データを導出する（Ｓ２３０）。
【００５０】
　また、特定の車両１０６の実電費が第１閾値以上の場合（Ｓ２２４におけるＮＯ）、代
表値取得部１５０は、特定の車両１０６の実電費が第２閾値よりも小さいか否かを判定す
る（Ｓ２３２）。特定の車両１０６の実電費が第２閾値よりも小さい場合（Ｓ２３２にお
けるＹＥＳ）、自クラスをクラス２に決定し（Ｓ２３４）、比較クラスをクラス３に決定
する（Ｓ２３６）。そして、代表値データ導出ステップＳ２３０に処理を移す。
【００５１】
　また、特定の車両１０６の実電費が第２閾値以上の場合（Ｓ２３２におけるＮＯ）、代
表値取得部１５０は、自クラスをクラス３に決定し（Ｓ２３８）、比較クラスをクラス３
に決定する（Ｓ２４０）。そして、代表値データ導出ステップＳ２３０に処理を移す。
【００５２】
　このように、代表値取得部１５０は、自クラスに対し１つ上のクラスを比較クラスとす
る。ただし、自クラスがクラス３の場合、クラス３以上のクラスが存在しないため、比較
クラスもクラス３とする。こうして、１つ上のクラスを比較クラスとして、比較クラスの
実施データから代表値データが導出される。ここで、自クラスの上位に２つ以上のクラス
があっても、１つ上のクラスを比較クラスとすることで、後述する評価情報が厳しい内容
となり過ぎず、適切な評価を示すことが可能となる。
【００５３】
　図７は、比較処理ステップＳ２０６の処理の流れを概略的に示すフローチャートである
。図７に示すように、比較処理部１５２は、計算電費を導出する（Ｓ２５０）。そして、
比較処理部１５２は、パラメータのうち、未選択のパラメータ（初回は任意のパラメータ
）を選択する（Ｓ２５２）。
【００５４】
　続いて、比較処理部１５２は、選択されたパラメータについて、実施データと代表値デ
ータの差分値を導出し（Ｓ２５４）、差分値の絶対値が予め設定された第３閾値未満であ
るか否かを判定する（Ｓ２５６）。差分値の絶対値が第３閾値未満である場合（Ｓ２５６
におけるＹＥＳ）、未選択判定処理ステップＳ２６２に処理を移す。
【００５５】
　差分値の絶対値が第３閾値以上である場合（Ｓ２５６におけるＮＯ）、比較処理部１５
２は、選択されたパラメータについて、実施データを代表値データに置き換えて置換電費
を導出する（Ｓ２５８）。
【００５６】
　その後、比較処理部１５２は、計算電費および置換電費を用いて、電費変化率を導出す
る（Ｓ２６０）。そして、比較処理部１５２は、未選択のパラメータがあるか否かを判定
し（Ｓ２６２）、未選択のパラメータがあれば（Ｓ２６２におけるＹＥＳ）、パラメータ
選択処理ステップＳ２５２に処理を戻す。未選択のパラメータがなければ（Ｓ２６２にお
けるＮＯ）、当該比較処理ステップＳ２０６を終了する。
【００５７】
　図８は、パラメータを説明するための説明図である。パラメータは、例えば、車速挙動
（変数Ｖ）、荷物重量（変数Ｍ）、エアコン設定温度（変数Ａ）、カーナビ明るさ（変数
Ｎ）、オーディオ音量（変数Ｏ）、タイヤ空気圧（変数Ｔ）などがある。図８において、
各パラメータの実施データは、パラメータの変数に「ｒ」を付して示し、代表値データは
、パラメータの変数に「ａｖｅ」を付して示す。
【００５８】
　また、「計算０」～「計算６」の各列は、パラメータとして用いられる変数と、当該変
数を用いて導出される電費および電費変化率とを示す。
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【００５９】
　図８において「計算０」の列に示すように、計算電費（図８中、Ｅ０）は、すべてのパ
ラメータを実施データとして導出される電費である。
【００６０】
　また、図８において「計算１」～「計算６」の列に示すように、比較処理部１５２は、
各パラメータのうち、１つを代表値データに置き換え、残りを実施データとして置換電費
（図８中、Ｅ１～Ｅ６）を導出する。
【００６１】
　そして、比較処理部１５２は、「計算０」の列に示す計算電費と、「計算１」～「計算
６」の列に示す置換電費とを比較すべく、電費変化率（図８中、Ｐ１～Ｐ６）を導出する
。
【００６２】
　図９は、電費変化率の導出処理の一例を説明するための説明図である。図９に示すよう
に、電費変化率は、電費変化率＝（（置換電費－計算電費）／計算電費）×１００の式に
よって導出される。
【００６３】
　上記のように、比較クラスの実施データから代表値データが導出される。そのため、置
換電費は、自クラスがクラス１、２の場合、特定の車両１０６よりも実電費が高い車両１
０６の実施データに基づいて導出されており、自クラスがクラス３の場合、特定の車両１
０６と大凡実電費が近い車両１０６の実施データに基づいて導出されている。
【００６４】
　すなわち、置換電費が計算電費よりも大きい場合、当該置換電費を導出する際に、実施
データを代表値データに置換したパラメータについては、比較クラスの代表値の方が、電
費向上に寄与しているといえる。このとき、電費変化率は正の値となる。
【００６５】
　同様に、置換電費が計算電費よりも小さい場合、当該置換電費を導出する際に、実施デ
ータを代表値データに置換したパラメータについては、自車両の実施データの方が、電費
向上に寄与しているといえる。このとき、電費変化率は負の値となる。
【００６６】
　このように、電費変化率の正負によって、パラメータについて、自車両（特定の車両１
０６）と他の車両１０６の平均とのいずれが電費にとってよい値となっているかが把握で
きる。また、電費変化率が大きい程、パラメータについて、自車両（特定の車両１０６）
が他の車両１０６の平均よりも電費にとって悪い値となっていることが示されることとな
る。
【００６７】
　続いて、上記の複数のパラメータについて説明を行う。
【００６８】
　図１０は、車速挙動を説明するための説明図である。図１０に示すように、まず、実車
速データは、加速、定速、減速の３パターンに分類される。加速のパターンでは、加速度
制限（図１０中、一点鎖線Ｌ１で示す）に対し、実際の平均加速度がどの程度超えている
か（超えていないか）が評価される。同様に、減速のパターンでは、減速度制限（図１０
中、一点鎖線Ｌ２で示す）に対し、実際の平均減速度（負の加速度）がどの程度超えてい
るか（超えていないか）が評価される。
【００６９】
　定速のパターンでは、図１０中、二点鎖線で示すように、車速のバラつきの範囲Ｌ３の
大きさやブレの頻度などによって評価される。具体的には、例えば、車速のバラつきの標
準偏差などが評価対象となる。
【００７０】
　また、荷物重量は、荷室に設けられた重量センサなどの出力によって取得される。代表
値取得部１５０は、荷物重量についての代表値データを導出する際、自車両（特定の車両
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１０６）と、乗車人数が等しい車両１０６から収集された実施データに絞って処理を行う
。こうして、自車両よりも、乗車人数が多い場合や少ない場合の実施データによって、本
来求めるべき荷物重量の代表値から、代表値データの値がずれてしまうといった事態を回
避できる。
【００７１】
　同様に、代表値取得部１５０は、エアコン設定温度についての代表値データを導出する
際、自車両（特定の車両１０６）と、外気温や乗車人数が等しい実施データに絞って処理
を行う。こうして、自車両（特定の車両１０６）が寒冷地にいるにもかかわらず、温暖地
におけるエアコン設定温度の実施データによって、本来求めるべきエアコン設定温度の代
表値から、代表値データの値がずれてしまうような事態を回避できる。
【００７２】
　また、タイヤ空気圧は、タイヤ・プレッシャー・モニタリング・システム（ＴＰＭＳ）
から取得される値を用いてもよいし、車両１０６を駆動するモータのトルクから計算によ
って導出してもよい。
【００７３】
　また、カーナビについては、カーナビの表示の明るさ、オーディオについては、オーデ
ィオの音量などをパラメータとするものとして説明したが、カーナビやオーディオそれぞ
れの消費電力をパラメータとしてもよい。
【００７４】
　図１１は、評価情報導出処理ステップＳ２０８の処理の流れを概略的に示すフローチャ
ートである。図１１に示すように、評価情報導出部１５４は、比較処理部１５２が導出し
た複数の電費変化率から、最大値となるものと最小値となるものを抽出する（Ｓ２８０）
。
【００７５】
　そして、評価情報導出部１５４は、実電費がクラス１であるか否かを判定する（Ｓ２８
２）。実電費がクラス１であれば（Ｓ２８２におけるＹＥＳ）、最大値となる電費変化率
の導出の際に代表値データに置換されたパラメータについて、電費のマイナス要因を示す
評価情報を導出し、クライアント１０２に送信して表示部１２２に表示させる（Ｓ２８４
）。その後、当該評価情報導出処理ステップＳ２０８を終了する。
【００７６】
　実電費がクラス１でなければ（Ｓ２８２におけるＮＯ）、評価情報導出部１５４は、実
電費がクラス２であるか否かを判定する（Ｓ２８６）。実電費がクラス２であれば（Ｓ２
８６におけるＹＥＳ）、最大値となる電費変化率の導出の際に代表値データに置換された
パラメータについて、電費のプラス要因を示す評価情報を導出する。
【００７７】
　また、評価情報導出部１５４は、最小値となる電費変化率の導出の際に代表値データに
置換されたパラメータについて、マイナス要因を示す評価情報を導出する。そして、評価
情報導出部１５４は、導出された評価情報をクライアント１０２に送信して表示部１２２
に表示させ（Ｓ２８８）、当該評価情報導出処理ステップＳ２０８を終了する。
【００７８】
　実電費がクラス２でなければ（Ｓ２８６におけるＮＯ）、実電費はクラス３となり、評
価情報導出部１５４は、最大値となる電費変化率の導出の際に代表値データに置換された
パラメータについて、強調して、電費のプラス要因を示す評価情報を導出する。
【００７９】
　また、評価情報導出部１５４は、最小値となる電費変化率の導出の際に代表値データに
置換されたパラメータについて、マイナス要因を示す評価情報を導出する。そして、評価
情報導出部１５４は、クライアント１０２に送信して表示部１２２に表示させる（Ｓ２９
０）。その後、当該評価情報導出処理ステップＳ２０８を終了する。
【００８０】
　図１２は、評価情報を説明するための説明図であり、パラメータごとに、電費のマイナ



(11) JP 2016-18306 A 2016.2.1

10

20

30

40

50

ス要因を示す評価情報、および、プラス要因を示す評価情報を例示する。
【００８１】
　図１２に示すように、車速挙動についての評価情報は、車速挙動が電費のマイナス要因
であれば、「ゆっくり加減速を行うと電費がＡ％向上します。」といった文言となる。ク
ライアント１０２の表示制御部１３２は、表示部１２２に、このような文言を表示させる
とともに、エコゲージやエコランプなどを表示させる。このとき、エコゲージは、ゲージ
の表示が５０％となっているとき、代表値データと同じ値となるように設定することで、
運転者は、比較クラスの平均的な車速挙動を、クラス分けしていない全体の平均的な車速
挙動と見做すこととなり、電費の改善が期待できる。
【００８２】
　車速挙動が電費のプラス要因であれば、「電費にやさしい加減速ができています。」と
いった文言となる。クライアント１０２の表示制御部１３２は、表示部１２２に、このよ
うな文言を表示させる。
【００８３】
　以下、他のパラメータについては、特徴的な処理についてのみ説明する。
【００８４】
　エアコン設定温度についての評価情報では、エアコン設定温度が電費のマイナス要因で
あれば、外気温に基づいて、文言の表示部１２２への表示可否が判定される。具体的に、
外気温が極端に低すぎる場合や極端に高すぎる場合、エアコン設定温度の変更は現実的で
ないと判定し、エアコン設定温度についての文言は非表示となる。
【００８５】
　また、エアコン設定温度が電費のプラス要因であれば、エアコンがＯＦＦである場合に
は、エアコン設定温度についての文言は非表示となる。
【００８６】
　カーナビについての評価情報では、カーナビ明るさが電費のマイナス要因であれば、カ
ーナビで行先設定がなされているか否か、同じ走行ルートを繰り返し走行しているか否か
などに基づいて、カーナビについての文言の表示可否が決定される。
【００８７】
　また、タイヤ空気圧についての評価情報では、タイヤ空気圧が電費のマイナス要因であ
れば、タイヤ空気圧の代表値データが適正空気圧よりも高い場合、タイヤ空気圧について
の文言は非表示となる。
【００８８】
　図１３は、表示部１２２の表示例を説明するための説明図である。図１３（ａ）に示す
ように、エアコン設定温度が電費のマイナス要因である場合、表示制御部１３２は、表示
部１２２（ＭＦＤ）に、「エアコンの設定温度をＣ度に設定すると電費がＤ％向上します
。」の文言を表示させる。また、エアコンの消費電力およびエアコンの設定温度が併記さ
れる。これらの情報が、表示部１２２の表示領域のうち、図１３（ａ）中、右側であって
、運転者側に表示される。
【００８９】
　一方、図１３（ｂ）に示すように、エアコン設定温度が電費のプラス要因である場合、
表示制御部１３２は、表示部１２２（ＭＦＤ）に、「エアコンの設定温度が適切に設定さ
れています。」の文言を表示させる。また、エアコンの消費電力およびエアコンの設定温
度が併記される。これらの情報が、表示部１２２の表示領域のうち、図１３（ｂ）中、左
側であって、助手席側に表示される。
【００９０】
　このように、表示部１２２は、電費への悪影響の大きい評価情報ほど、運転者に把握し
易く表示する。そのため、評価情報に基づく電費の改善行動が実行される可能性を高める
ことができる。
【００９１】
　図１３（ｃ）は、表示部１２２（車載メータ）の一例を示し、図１３（ｄ）～（ｆ）に
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は、図１３（ｃ）の破線部分の表示領域に表示されるデータの一例を示す。なお、ここで
は、理解を容易とするため、上記の文言の表示については図示せず、エコゲージＥＧの表
示についてのみ説明する。
【００９２】
　運転挙動が電費のマイナス要因である場合、表示制御部１３２は、図１３（ｄ）に示す
ように、エコゲージＥＧを、表示領域のうち最も視認し易い上段に表示させる。また、運
転挙動が電費のプラス要因である場合、表示制御部１３２は、図１３（ｅ）に示すように
、エコゲージＥＧを、表示領域のうち視認し難い下段に表示する。
【００９３】
　一方、運転挙動が電費のプラス要因であって、かつ、自車両の電費が所定の閾値以上で
あるとする。そして、上記の視線検知装置１２４の視線検知の結果、運転者の視線が当該
表示領域におかれていないと判定される場合、図１３（ｆ）に示すように、表示制御部１
３２は、表示領域にエコゲージＥＧを表示させない。
【００９４】
　このように、表示制御部１３２は、運転者の視線検知の結果、表示部１２２に運転者の
視線がおかれておらず、かつ、自車両の電費が所定の閾値以上であれば、エコランプやエ
コゲージＥＧ（評価情報）を表示部１２２に表示させない。
【００９５】
　この場合、運転者は、エコゲージＥＧを見なくとも電費によい運転が遂行できており、
エコゲージＥＧを要していないと推定されることから、エコゲージＥＧなどを表示しない
構成により、表示部１２２の表示領域を有効に利用できる。
【００９６】
　上記のように、本実施形態によれば、電費に影響を与えるパラメータについて、他の車
両１０６と比べたときに優れているのか劣っているのかなどの評価情報を、運転者に報知
することができ、電費の向上を効果的に促すことが可能となる。
【００９７】
（変形例）
　図１４は、変形例におけるサーバ１０４の概略的な構成を示す機能ブロック図である。
上述した実施形態では、代表値取得部１５０は、基本的に、比較クラスのすべての実施デ
ータから、パラメータ毎の代表値データを導出し、エアコン設定温度や荷物重量について
は、乗車人数や外気温などの条件で絞った実施データから、代表値データを導出する場合
について説明した。図１４に示す変形例においては、代表値取得部３５０は、比較クラス
から、さらに細かい条件で絞った実施データから代表値データを導出する。
【００９８】
　具体的には、実施データには、車両１０６の種別情報（型式番号）と、実施データ取得
時に車両１０６が走行している道路の分類を示す分類情報とが関連付けられている。型式
番号および分類情報は、実施データおよび実電費と共にクライアント１０２から送信され
、代表値取得部３５０が保持部１４２に保持させている。
【００９９】
　代表値取得部３５０は、特定の車両１０６のクライアント１０２から、実施データ、実
電費、特定の車両１０６の種別情報、および、道路の分類情報が送信されると、実電費に
基づいて比較クラスを決定する。そして、比較クラスの実施データを、車両１０６の種別
情報、および、道路の分類情報が、特定の車両１０６のクライアント１０２から送信され
たものと一致するデータに絞る。
【０１００】
　その後、車両１０６の種別情報、および、道路の分類情報の条件で絞られて抽出された
実施データから、各パラメータの代表値データを導出する。
【０１０１】
　このように、比較クラスの実施データのうち、代表値データを導出する元となる実施デ
ータを、車両１０６の種別情報、および、道路の分類情報などで絞ることで、条件の異な
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る実施データによる誤差を抑え、適切な評価情報を導出および報知することが可能となる
。
【０１０２】
　ここでは、車両１０６の型式番号が車両１０６の種別を示す種別情報として用いられる
場合について説明したが、車両１０６のグレード、車種、セグメント（例えば、Ｃセグメ
ント）を、種別情報として用いてもよい。
【０１０３】
　また、道路の分類情報は、例えば、一般国道、都道府県道、市町村道それぞれについて
の平地部、山地部といった分類と、計画交通量による分類などがあり、さらに、これらの
分類の組み合わせによって（例えば、一般国道の平地部であって、計画交通量が閾値以上
など）、詳細に道路を分類してもよい。
【０１０４】
　また、ここでは、代表値取得部３５０は、車両１０６の種別情報、および、道路の分類
情報の双方に基づいて抽出された実施データから代表値データを導出する場合について説
明した。しかし、代表値取得部３５０は、車両１０６の種別情報、および、道路の分類情
報のいずれか一方に基づいて抽出された実施データから代表値データを導出してもよい。
【０１０５】
　以上、添付図面を参照しながら本発明の好適な実施形態について説明したが、本発明は
かかる実施形態に限定されないことは言うまでもない。当業者であれば、特許請求の範囲
に記載された範疇において、各種の変更例または修正例に想到し得ることは明らかであり
、それらについても当然に本発明の技術的範囲に属するものと了解される。
【０１０６】
　例えば、上述した実施形態および変形例では、比較処理部１５２は、計算電費（現在の
電費）と、自車両における複数のパラメータのうち１つの実施データを代表値データに置
き換えた場合の置換電費との比較を行う場合について説明した。しかし、比較処理部１５
２は、１つの実施データを代表値データに置き換える場合に限らず、特定の車両１０６に
おける複数のパラメータのうち、複数の実施データを代表値データに置き換えた場合の電
費を置換電費とすればよい。
【０１０７】
　また、上述した実施形態および変形例では、比較処理部１５２は、複数のパラメータの
うち、実施データの異なる組み合わせを代表値データに置き換えて導出された６つの置換
電費と、計算電費とを比較する場合について説明した。しかし、比較処理部１５２が１つ
の置換電費しか導出せず、評価情報導出部１５４が、１つの置換電費と計算電費との比較
によって、評価情報を導出してもよい。ただし、実施データの異なる組み合わせを代表値
データに置き換えて、複数の置換電費を導出し、計算電費と比較することで、電費に与え
る影響が相対的に大きなパラメータを推定し、評価情報として報知することが可能となる
。
【０１０８】
　また、上述した実施形態および変形例では、代表値取得部１５０、３５０は、実施デー
タを他の車両１０６から収集して保持部１４２に蓄積させ、蓄積された実施データから代
表値データを導出する場合について説明した。しかし、実施データは、車両状態報知シス
テム１００とは別の外部装置で収集されたものをサーバ１０４に読み込ませて用いてもよ
い。ただし、代表値取得部１５０、３５０が実施データを収集することで、常に最新の実
施データを容易に利用して、精度の高い評価情報を導出して報知することが可能となる。
【０１０９】
　また、上述した実施形態および変形例では、代表値取得部１５０、３５０は、収集した
実施データを、予め定められた複数のクラスのうち、実電費に応じた１のクラスに振り分
けて、比較処理部１５２は、自車両の実施データが含まれるクラスが最上位のクラスであ
れば、実施データが含まれるクラスの代表値データを用いている。そして、自車両の実施
データが含まれるクラスが最上位のクラスでなければ、実施データが含まれるクラスに対
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場合について説明した。しかし、代表値取得部１５０、３５０は、実施データを複数のク
ラスに分割せずともよいし、比較処理部１５２は、１以上、上位のクラスの代表値データ
を用いずともよい。ただし、実施データをクラス分けし、上位のクラスの代表値データを
用いることで、より電費向上を促す評価情報を導出することが可能となる。
【０１１０】
　また、上述した実施形態および変形例では、表示部１２２は、電費への悪影響の大きい
評価情報ほど把握し易く表示する場合について説明したが、評価情報の表示態様に制約は
ない。
【０１１１】
　また、上述した実施形態および変形例では、車両状態報知システム１００は、サーバ１
０４、および、サーバ１０４と通信網１１０を介して接続されるクライアント１０２を含
んでいる。そして、サーバ１０４は、少なくとも代表値取得部１５０、３５０を含み、ク
ライアント１０２は、少なくとも実施データ取得部１３０と、表示部１２２とを含む場合
について説明した。しかし、車両状態報知システム１００の各機能部が、サーバ１０４お
よびクライアント１０２に分担される構成は必須ではない。例えば、クライアント１０２
が比較処理部１５２および評価情報導出部１５４を備える構成であってもよい。ただし、
サーバ１０４は、代表値取得部１５０、３５０を含み、クライアント１０２は、実施デー
タ取得部１３０と、表示部１２２とを含む構成により、比較的データ処理速度や記憶容量
が大きいサーバ１０４に実施データの蓄積が好適に行われることとなる。
【０１１２】
　また、上述した実施形態および変形例では、報知部が表示部１２２であり、運転者の視
線検知の結果、表示部１２２に運転者の視線がおかれておらず、かつ、自車両の電費が所
定の閾値以上であれば、特定の評価情報（エコゲージＥＧなど）を表示しない場合につい
て説明した。しかし、報知部は、例えば、音声によって評価情報を報知してもよい。また
、表示部１２２は、常に評価情報を表示する構成であってもよい。
【産業上の利用可能性】
【０１１３】
　本発明は、電費や燃費などに影響を及ぼす車両の状態を報知する車両状態報知システム
に利用できる。
【符号の説明】
【０１１４】
１００　車両状態報知システム
１０２　クライアント
１０４　サーバ
１０６　車両
１１０　通信網
１２２　表示部
１２４　視線検知装置
１３０　実施データ取得部
１５０、３５０　代表値取得部
１５２　比較処理部
１５４　評価情報導出部



(15) JP 2016-18306 A 2016.2.1

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】 【図６】



(16) JP 2016-18306 A 2016.2.1

【図７】 【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】 【図１２】



(17) JP 2016-18306 A 2016.2.1

【図１３】 【図１４】



(18) JP 2016-18306 A 2016.2.1

フロントページの続き

Ｆターム(参考) 5H181 AA01  BB04  BB12  BB13  CC04  EE10  FF10  FF13  FF27  FF33 
　　　　 　　        MB02  MB03 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

